
 

 

名刺活用販促支援サービス 『名刺ｄｅ商売繁盛』 契約約款 

 

第１章 総則 

 

第１条（目的） 

この名刺活用販促支援サービス 『名刺ｄｅ商売繁盛』 契約約款（以下、「本約款」といいます。）は、ヤ

マトシステム開発株式会社（以下、「当社」といいます。）が提供する名刺管理サービス「名刺ｄｅ商売繁盛」

（以下、「本サービス」といいます。）の利用について定めます。 

 

第２条（用語の定義） 

本約款において使用する用語の意味について、次の各号に定めるものとします。 

（１）本サービス 

当社および当社の指定した業者が、設定・保守管理するインターネットに接続されたコンピュータ機

器およびソフトウェアによって提供する機能の利用権を申込者に付与するサービスのことをいい、ワ

ールド・ワイド・ウェブ上（以下、「ＷＥＢサイト」といいます。）で提供するサービスです。サービ

ス名称は、「名刺ｄｅ商売繁盛」といいます。 

（２）利用契約 

本約款に基づき、当社と契約者との間に締結される本サービスの提供に関する契約 

（３）契約者 

当社と利用契約を締結している者 

（４）申込者 

当社と本サービスの利用契約を希望する者 

（５）利用者 

契約者の従業員、取締役などのうち本サービスを利用する者として指定された者 

（６）契約者設備 

本サービスの提供を受けるため、契約者が設置するコンピュータ、スマートフォン、スマートパッ

ド、電気通信設備、その他の機器およびソフトウェア 

（７）本サービス用設備 

本サービスを提供するにあたり、当社が設置するコンピュータ、電気通信設備、その他の機器および

ソフトウェア 

（８）本サービス用設備等 

本サービス用設備および本サービスを提供するために、当社が電気通信事業者より借り受ける電気通

信回線 

（９）電気通信事業者 

電気通信事業法第２条第５号で定義された者 

（10）利用者ＩＤ 

契約者とその他の者を識別するために用いられる符号 

（11）パスワード 

利用者ＩＤと組み合わせて、契約者とその他の者を識別するために用いられる符号 

（12）識別情報等 

ユーザーＩＤ、パスワード、閲覧等のサービスを提供するＷＥＢサイトのＵＲＬおよびその他のサー

ビスの利用に際して当社から付与される情報 

（13）利用者情報 

利用者の氏名、登録メールアドレスなどその他本サービスの提供を受ける目的で、利用者が登録

する情報 

（14）入力情報 

利用者による本サービスの利用により、本サービス用設備に入力され、当社の管理下に置かれた情報 

 

 



 

第３条（本約款の適用） 

本約款は、本サービスの利用に関し、契約者および当社に適用されるものとします。 

２．本約款のほかに当社が、契約者に発する第５条（当社からの通知）所定の通知およびその他の利用条件等の

告知（以下、あわせて「諸規定等」といいます。）は、名目の如何に関わらず、本約款の一部を構成するもの

とします。 

３．本約款本文の規定と諸規定等の規定が異なる場合は、当該諸規定等の内容が優先して適用されるものとしま

す。 

 

第４条（本約款の変更） 

当社は、本約款を随時変更することがあります。この場合には、契約者の利用条件その他利用契約の内容

は、変更後の本約款によります。 

２．当社は、前項の変更を行う場合は、１ヶ月以上の予告期間をおいて、変更後の本約款の内容を契約者に通知

するものとします。ただし、変更の内容が軽微なものである場合または契約者に不利益を与えるものでない場

合、当社は契約者に通知することなく、当該変更を行うことができるものとします。 

３．契約者は、本条による本約款の変更（前項ただし書きの場合の変更を除く）に同意しないことを理由として

利用契約の解約を希望する場合は、第１５条（契約者からの契約解約）の定めにかかわらず、約款変更日の２

０日前までに当社所定の書面によりその旨を通知することにより、約款変更日の前日をもって利用契約を解約

することができるものとします。 

 

第５条（当社からの通知） 

当社からの契約者への通知は、通知内容を電子メール、書面または当社のホームページに掲載するなど、

当社が適当と判断する方法により行います。 

２．前項の規定に基づき、当社から契約者への通知を当社のホームページへの掲載の方法により行う場合には、

契約者に対する当該通知は、ホームページへの掲載がなされた時点から効力を生じるものとします。 

３．第１項の規定に基づき、当社から契約者への通知を電子メールまたは書面の方法により行う場合において、

第１２条（契約者事項の変更）の変更届の提出を怠るなど契約者の責めに帰すべき事由により、当社が行った

通知または送付した書面が延着し、または到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみな

し、その時点から効力を生じるものとします。 

 

第６条（分離性） 

本約款のいずれかの条項が無効とされた場合であっても、本約款のほかの条項は、継続して完全な効力を

有するものとします。 

 

第７条（専属的合意管轄裁判所） 

本約款および利用契約に関する紛争については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とします。 

 

第８条（準拠法） 

本約款並びに本約款および諸規定等に基づく利用契約に関する準拠法は、日本法とします。 

 

第９条（協議） 

本約款並びに本約款および諸規定等に基づく利用契約に記載のない事項および記載された項目について疑

義が生じた場合は、両者誠意をもって協議することとします。 

 

 

第２章 利用契約の締結等 

 

第１０条（申込者の申込みの承諾と契約の成立） 

利用契約は、当社所定の申込書による申込者の申込みに対し、当社所定の方法により当社が承諾の通知を

発したときに成立します。 

２．当社は、利用契約の申込みを承諾する場合には、利用開始日、閲覧などのサービスを提供するＷＥＢサイト

のＵＲＬ、その他本サービスに必要な情報を通知するものとし、申込者は、当該利用開始日から本サービスを



 

利用することができるものとします。ただし、次のいずれかに該当する場合には、当社は当該申込者による利

用契約の申込みを承諾しないことがあります。 

（１）申込者が、申込みの際に虚偽の事項を通知したことが判明した場合 

（２）申込者が第１６条（当社からの契約解除）第２項各号のいずれかに該当するおそれがあるなど、債務の

履行が困難と想定される場合 

（３）申込者が、過去に利用契約を当社から解除されている場合、または利用契約の申込み時点において本サ

ービスの利用を停止されている場合 

（４）申込者への本サービスの提供に関し、技術上または業務遂行上の著しい困難が認められる場合 

（５）その他当社が不適当と判断した場合 

３．本サービスに付随して、当社または第三者から提供されるオプションサービスの申込方法および利用条件

は、別途定められるものとします。 

 

第１１条 （利用契約の変更） 

契約者が、本サービスの利用内容を変更しようとする場合は、当社所定の変更届を当社に提出するものと

し、この場合の手続きは、第１０条（利用申込みの承諾と契約の成立）を準用するものとします。この場合、

「申込者」を「契約者」、「利用契約」を「利用契約の変更契約」と読み替えるものとします。 

 

第１２条 （契約者事項の変更） 

契約者は、その法人名、または住所もしくは所在地を変更する場合は、変更予定日の２０日前までに当社

所定の変更届を当社に提出するものとします。 

２．前項に規定するもののほか、契約者は利用契約の申込みに際して、当社に通知した事項を変更しようとする

場合は、当社所定の書面に変更事項および変更予定日等を記入のうえ、変更予定日の２０日前までに当社に提

出するものとします。 

 

第１３条 （権利譲渡の禁止等） 

契約者は、当社の事前の書面による同意なくして、契約者としての地位を第三者に継承させ、あるいは利

用契約から生じる権利義務の全部または一部を、第三者に対して移転、譲渡、担保提供、その他の処分をでき

ないものとします。 

 

第１４条 （契約期間） 

利用契約の契約期間は、第１０条（申込者の申込みの承諾と契約の成立）第２項に基づき当社が通知する

利用開始日から３ヶ月間とします。なお、当社が特に認める場合、この契約期間を１ヶ月単位で短縮すること

ができます。 

２．契約期間満了日の２０日前までに、契約者または当社から別段の意思表示がない場合は、利用契約は期間満

了日の翌日からさらに１ヶ月間自動的に延長されるものとし、以後もまた同様とします。 

 

第１５条 （契約者からの契約解約） 

契約者は、利用契約を解約しようとする場合は、当社に対し解約希望日の２０日前までに当社所定の解約

届を提出することにより、解約希望日をもって利用契約を解約できるものとします。なお、解約した日付にか

かわらず、当該解約月の利用料金は日割り計算しないものとします。 

２．前項により利用契約が解約された場合であっても、その利用中に係わる契約者の債務は、利用契約の解約が

あった後においても、その債務が履行されるまで消滅しません。 

 

第１６条（当社からの契約解除） 

当社は、第３６条（利用の停止）の定めにより、本サービスの利用を停止された契約者が、停止の日から 

１０日以内にその停止事由を解消または是正しない場合は、その利用契約を解除できるものとします。 

２．当社は、契約者に次の各号に揚げる事由のいずれかが生じたときには、何らの通知催告を要することなく、

直ちに利用契約の全部または一部を解除することができるものとします。 

（１）差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申立てがあったとき、または租税滞納処分を受けたとき 

（２）支払の停止または破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始もしくは特別清算開始の申立て

があったとき 

（３）監督官庁から行政処分を受け、または営業を停止したとき 



 

（４）自己振出もしくは自己引受の手形または自己振出の小切手が不渡処分となったとき 

（５）資産、信用、支払能力に、利用契約を履行し難い重大な変更が生じたと客観的に認められるとき 

３．契約者は、第１項または第２項各号のいずれかに該当した場合は、当社に対する一切の金銭債務につき当然

に期限の利益を喪失し、直ちに弁済するものとします。 

４．第１項または第２項により利用契約が終了した場合であっても、その利用中に係わる契約者の債務は、利用

契約の終了後においてもその債務が履行されるまで消滅しません。 

 

第１７条 （契約終了後の処理） 

契約者は、事由の如何を問わず利用契約が終了した後は、入力情報を、当社が、当社所定の方法で消去す

ることに同意するものとします。 

２．入力情報が削除されたことにより、契約者が損害を被ったとしても、当社は一切の責任を負わないものとし

ます。 

 

 

第３章 本サービス 

 

第１８条 （本サービスの内容） 

当社が提供する本サービスの具体的内容は、別紙「サービス仕様書」に定めるとおりとします。 

２．契約者は、以下の事項を了承のうえ、本サービスを利用するものとします。 

（１）本サービスに当社に起因しない不具合が生じる場合があること 

（２）当社に起因しない本サービスの不具合については、当社は一切その責を免れること 

３．本サービスの内容は、利用契約で定めるものとし、次の事項については、利用契約で追加明示されている場

合を除き、契約者へ提供されないものとします。 

（１）ソフトウェアおよびハードウェアに関する問い合わせ並びに障害対応等 

（２）本サービスにかかるデータの内容、変更等に関する問い合わせ 

 

第１９条 （サービスの提供区域および時間） 

本サービスの提供区域は、日本国内に限定されるものとします。 

２．本サービスの利用可能時間は、毎日０時から２４時までとします。ただし、当社は、以下の各号に該当する

場合、本サービスの提供を停止することがあります。 

（１）本約款第３４条（利用の制限）に該当する場合 

（２）本約款第３５条（保守等による本サービスの中断）に該当する場合 

 

第２０条（第三者委託） 

当社は、契約者に対する本サービスの提供および本サービス用設備の維持運営に関して必要となる業務の

全部または一部を当社の判断にて第三者（以下「委託先」といいます）に委託することができるものとしま

す。この場合、当社は、当該委託先に対し、当該委託業務遂行について第３２条（機密情報の取扱い）および

第３３条（個人情報の取扱い）のほか利用契約所定の当社の義務と同等の義務を負わせるものとし、委託先の

行為について一切の責を負うものとします。 

 

 

第４章 利用料金 

 

第２１条（利用料金） 

本サービスの利用料金は以下のとおりとし、利用開始日から発生します。なお、利用期間が１ヶ月に満た

ない月であっても月額利用料金の日割り計算は行いません。 

（１）サービス利用料金 

名刺登録枚数２０万枚まで         月額 ３２，０００円 （税抜き） 

（２）月額超過登録名刺料金 

名刺登録枚数２０万枚毎          月額  ３，０００円 （税抜き） 

（３）オペレータモードの名刺画像ファイルデジタル化料金 

名刺１枚につき                     ４０円 （税抜き） 



 

（４）メール配信料金（オプション機能） 

月間累計１通から１，０００通まで     月額  ３，０００円 （税抜き） 

１，００１通目から １通につき      ２円 （税抜き） 

（５）アンケート機能料金（オプション機能） 

アンケート１枚につき                  ６０円 （税抜き） 

※ただし、名刺のデジタル化を合わせて行う場合は１００円（税抜き）になります 

 

第２２条（利用料金の支払方法） 

当社は、利用契約の際の申込書に定めた請求締日で締切り、利用料金およびこれにかかる消費税額を契約

者に対し請求するものとします。契約者は、当該請求内容を確認のうえ請求日の翌月末日までに、当社の指定

する銀行口座に振込み支払うものとします。ただし、請求日の翌月末日が金融機関の休日にあたる場合は、そ

の日を繰り上げるものとします。 

２．前項の支払いに必要な振込手数料およびその他の費用は、契約者が負担するものとします。 

３．契約者は、第１項の利用料金計算期間において、本サービスを利用することができない状態が生じた場合で

あっても、その期間中の利用料金およびこれにかかる消費税額の支払いを要するものとします。ただし、当社

の責に帰すべき事由により本サービスを全く利用できない状態（以下「利用不能」といいます）が２４時間以

上となる場合、利用不能の日数（１日未満は切り捨て）に対応する利用料金およびこれにかかる消費税相当額

については、この限りではありません。 

 

第２３条（保証金） 

当社は契約者に対し、保証金の預託を求めることがあります。この場合、本条の定めが適用されます。 

２．契約者は、保証金として当社が指定する金額を、本サービスの利用開始日の前日までに預託するものとしま

す。当該保証金の金額は、個々の契約者の事業規模、本サービスの予想利用頻度その他事情を勘案し、当社が

任意で決定します。なお、当社は、預託された保証金については利息をつけないものとします。 

３．利用料金の変更または消費税法の改定などにより、預託した保証金に不足が生じる場合、契約者は、当該不

足事由発生月の前月の利用料金支払時に不足額を預託するものとします。 

４．利用契約が終了したときは、当社は契約者に対する金銭債権と本保証金返還債務とを対等額で相殺精算した

うえ、残余の保証金を契約者に返還するものとします。 

５．契約者が自己の責に帰すべき事由により当社に対する利用料金の支払いを停滞させた場合は、当社は保証金

を取り崩しこれに充当することができるものとします。この場合契約者は遅滞なく、充当された保証金に相当

する金額を補填しなければなりません。 

６．契約者が本条に基づく保証金の預託および補填を怠った場合、当社は、当該契約者に対して本サービスを提

供しないことがあります。 

 

第２４条（料金の改定） 

当社は、社会経済情勢、その他の情勢の大幅な変化、または物価もしくは賃金に大幅な変動が生じた場合

は、第４条（本約款の変更）の定めるところにより、利用料金を改定する場合があります。 

 

第２５条（遅延損害金） 

契約者は、本サービスの利用料金、その他利用契約上の債務について、指定期日を過ぎてもなお履行しな

い場合には、指定期日の翌日から支払いの日までの日数について、年１４．６％の割合で計算して得た額を遅

延損害金として当社に支払うものとします。 

２．前項の支払いに必要な振込手数料、その他の費用は、契約者が負担するものとします。 

 

 

第５章 契約者の義務 

 

第２６条（自己責任の原則） 

契約者は、本サービスの利用に伴い自己の責に帰すべき事由で、第三者に対して損害を与えた場合または

第三者からクレームが通知された場合、自己の責任と費用をもって処理、解決するものとします。契約者が本

サービスの利用に伴い、第三者から損害を受けた場合または第三者に対しクレームを通知する場合においても

同様とします。 



 

２．当社は、契約者がその故意または過失により当社に損害を与えた場合は、契約者に当該損害の賠償を請求す

ることができます。 

 

第２７条（契約者の義務） 

契約者は、本サービスを利用するにあたっては、自らの費用と責任により契約者設備を設置し、本サービ

スを利用可能な状態に置くものとします。 

２．契約者は、本サービスを利用するにあたっては、自らの費用と責任により電気通信事業者の電気通信サービ

スを利用して、契約者設備を本サービス用設備に接続するものとします。 

３．当社は、契約者が前各項の規定に従い設置、維持および接続を行なわない場合、本サービスの提供の義務を

負わないものとします。 

４．契約者は、契約者設備を利用するにあたり、利用者ＩＤ、パスワード、暗号装置等による安全管理措置を講

じ、本サービスへの誤操作、不正アクセス、不正使用等の防止に努めなければなりません。 

５．契約者は、識別情報等を第三者に開示しないとともに、第三者に漏洩することのないよう管理するものとし

ます。 

６．第三者による契約者の利用者ＩＤおよびパスワードを用いた本サービスの利用は、当該契約者自身の利用と

みなします。ただし、当社の故意または過失により利用者ＩＤおよびパスワードが第三者に利用された場合

は、この限りではありません。 

７．契約者は、利用者ＩＤおよびパスワードの盗難または第三者による使用の事実を知った場合は、直ちにその

旨を当社に通知するものとします。 

 

第２８条（禁止事項） 

契約者は、本サービスの利用に関して、以下の行為を行なわないものとします。 

（１）当社または第三者の著作権、商標権などの知的財産権その他の権利を侵害する行為、または侵害するお

それのある行為 

（２）本サービスにより利用しうる情報を不当に改ざん、または消去する行為 

（３）当社が認めた場合を除き、利用契約に違反して、第三者に本サービスを利用させる行為 

（４）法令または公序良俗に違反する行為 

（５）当社または第三者に不利益を与える行為 

（６）第三者になりすまして本サービスを利用する行為 

（７）ウィルス等の有害なコンピュータプログラム等を送信または掲載する行為 

（８）第三者の設備等または本サービス用設備の利用もしくは運営に支障を与える行為、またはそのおそれの

ある行為 

２．契約者は、前項各号のいずれかに該当する行為がなされたことを知った場合、または該当する行為がなされ

るおそれがあると判断した場合は、直ちに当社に通知するものとします。 

３．当社は、本サービスの利用に関して、契約者の行為が第１項各号のいずれかに該当するものであることを知

った場合、第３６条（利用の停止）の定めに従い、本サービスの全部または一部の提供を一時停止し、第１項

各号に該当する行為に関連する情報を削除することができるものとします。ただし、当社は、契約者の行為ま

たは契約者およびサービス利用者が提供または伝送する（契約者の利用とみなされる場合も含みます。）情報

（データ、コンテンツを含みます。）を監視する義務を負うものではありません。 

 

 

第６章 当社の義務 

 

第２９条（当社の維持責任） 

本サービスにおける当社の責任は、契約者が支障なく本サービスを利用できるよう善良なる管理者の注意

をもってサービスの運営をすることに限られるものとします。 

 

第３０条（障害等の対応） 

当社は、本サービスの提供または利用について障害があることを知ったときは、可能な限り速やかに契約

者にその旨を通知するものとします。 

２．当社は、当社の設置した本サービス用設備に障害が生じたことを知ったときは、直ちに本サービス用設備を

修理または復旧するものとします。 



 

３．当社は、本サービス用設備に接続する当社が借り受けた電気通信回線について障害があることを知ったとき

は、直ちに当該電気通信回線を提供する電気通信事業者に修理または復旧を指示するものとします。 

 

 

第７章 情報等の取扱い 

 

第３１条（利用者情報の取扱い） 

利用者情報は、以下のとおり本サービスで利用されます。 

（１）本サービスの提供のため 

（２）本サービスのシステムの構築、改良、メンテナンスのため 

（３）お問合せやご依頼に対応するため 

（４）本サービスの利用状況、利用環境を含む顧客満足度調査のため 

（５）広告やサービスをご案内するため 

（６）その他各種ご案内やご連絡のため 

 

第３２条（機密情報の取扱い） 

契約者および当社は、本サービス遂行のため相手方より提供を受けた技術上または営業上その他業務上の

情報のうち、相手方が機密である旨あらかじめ指定した情報（以下、「機密情報」といいます。）を第三者に開

示、または漏洩しないものとします。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報についてはこの限りではあ

りません。なお、以下、機密情報を開示する契約者または当社を｢開示者｣といい、機密情報を受領する契約者

または当社を｢受領者｣といいます。 

（１）機密保持義務を負うことなく既に保有している情報 

（２）機密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 

（３）相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報 

（４）利用契約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報 

（５）相手方からあらかじめ書面により機密情報として扱いから除外することの承諾を得た情報 

２．前項の定めにかかわらず、以下の機密情報については、前項に定める機密である旨の指定がなされたものと

みなします。 

（１）利用者が本サービスに入力する情報 

（２）その他当社が定める機密情報 

３．前各項の定めにかかわらず、受領者は、機密情報のうち法令の規定に基づき、または権限ある官公署からの

要求により開示すべき情報を、当該法令の規定に基づく開示先、または当該官公署に対し開示することができ

るものとします。この場合、受領者は、関連法令に反しない限り、当該開示前に開示する旨を開示者に通知す

るものとし、開示前に通知を行なうことができない場合は開示後速やかに通知するものとします。 

４．契約者および当社は、機密情報に対する不正なアクセスおよび機密情報の第三者への開示・漏洩等の防止の

ため、必要かつ十分な組織的、物理的および技術的安全措置を講ずるものとします。 

５．受領者は、開示者より提供を受けた機密情報を本サービス遂行目的の範囲内でのみ使用し、本サービス遂行

上必要な範囲内で機密情報を化体した資料等（以下本条において「資料等」といいます）を複製または改変

（以下本項においてあわせて「複製等」といいます）することができるものとします。この場合、受領者は、

当該複製等された機密情報についても、本条に定める機密情報として取り扱うものとします。なお、本サービ

ス遂行上必要な範囲を超える複製等が必要な場合は、あらかじめ相手方から書面による承諾を得るものとしま

す。 

６．前各項の定めに関わらず、当社が必要と認めた場合には、第２０条（第三者委託）に定める委託先に対し

て、委託のために必要な範囲で、契約者から事前の書面による承諾を受けることなく機密情報を開示すること

ができるものとします。ただしこの場合、当社は当該委託先に対して、本条に基づき当社が負う機密保持義務

と同等の義務を負わせるものとします。 

７．受領者は、開示者の要請があった場合は資料等（本条第５項に基づき開示者の承諾を得て複製、改変した機

密情報を含みます）を開示者に返還し、機密情報が契約者設備または本サービス用設備に蓄積されている場合

は、これを完全に消去するものとします。 

８．本条の定めは、利用契約終了後も有効に存続するものとします。 

 

 



 

第３３条（個人情報の取扱い） 

契約者および当社は、本サービス遂行のため相手方より提供を受けた営業上その他業務上の情報および本

サービスの利用により本サービス用設備に入力され、当社の管理下に置かれた情報に含まれる個人情報（個人

情報の保護に関する法律に定める「個人情報」をいい、以下同じとします）を、本サービスの遂行目的の範囲

内でのみ使用し、第三者に開示または漏洩してはならず、個人情報に関して個人情報の保護に関することを含

め関連法令を遵守するものとします。 

２．個人情報の取扱いについては、第３２条（機密情報の取扱い）第４項乃至第７項の規定を準用するものとし

ます。 

３．本条の定めは、利用契約終了後も有効に存続するものとします。 

 

 

第８章 利用の制限、中断、停止等 

 

第３４条（利用の制限） 

当社は、電気通信事業法第８条（重要通信の確保）に基づき、天災、事変、その他の非常事態が発生し、

または発生するおそれがある場合は、災害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保、また

は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信、その他公共の利益のために緊急を要する通信を優先的に

取り扱うため、本サービスの利用を制限することがあります。 

２．当社は、契約者が本サービス用設備等に過大な負荷を生じる行為をした場合、当該契約者の利用を制限する

ことがあります。 

 

第３５条（保守等による本サービスの中断） 

当社は、次の場合には、本サービスの提供を一時的に中断することがあります。 

（１）本サービス用設備等の保守上または工事上やむを得ない場合 

（２）第３４条（利用の制限）の規定により利用の制限を行っている場合 

（３）本サービス用設備等の障害その他やむを得ない事由が生じた場合 

（４）当社が本サービスの運用の全部または一部を中断することが望ましいと判断した場合 

２．当社は、前項の規定により本サービスの提供を一時的に中断する場合は、あらかじめその旨を契約者に通知

します。ただし、緊急やむを得ない場合はこの限りではありません。 

３．当社は、第１項に定める事由のいずれかにより本サービスを提供できなかったことに関して、契約者が損害

を被った場合であっても、一切責任を負わないものとします。 

 

第３６条（利用の停止） 

当社は、契約者が次の各号のいずれかに該当する場合は、本サービスの利用を停止することがあります。 

（１）支払期日を経過しても利用料金を支払わない場合 

（２）第２８条（禁止事項）第１項の各号のいずれかに該当する行為をした場合 

（３）本約款の規定に違反した場合 

（４）前各号のほか当社が不適当と判断する行為を行った場合 

２．当社は、前項の規定により本サービスの利用を停止する場合は、その理由、サービス提供停止開始日および

期間、サービス提供停止解除条件をあらかじめ契約者に通知するものとします。ただし、緊急やむを得ない場

合は事前通知を要することなく停止できるものとし、この場合は事後速やかに契約者に通知するものとしま

す。 

 

第３７条（本サービスの廃止） 

当社は、やむを得ない事由により、本サービスの全部または一部を廃止することがあります。この場合、

廃止日をもって当該廃止された本サービスの利用契約は当然に終了するものとします。 

２．当社は、前項の規定により本サービスの全部または一部を廃止する場合は、契約者に対し廃止する日の３ヶ

月前までにその旨を通知します。 

 

 

 

 



 

第９章 その他損害賠償等 

 

第３８条（反社会的勢力の排除） 

契約者および当社は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を表明し確約するものとします。 

（１）自らが、暴力団、暴力団構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特

殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者等、暴力・威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求す

る集団または個人である反社会的勢力（以下総称して「反社会的勢力」といいます）に該当せず、将来

も反社会的勢力とならないこと 

（２）自らの役員（代表者、取締役または実質的に経営を支配する者）が反社会的勢力に該当せず、将来も反

社会的勢力とならないこと 

（３）自らの業務委託先等として反社会的勢力を利用しないこと 

（４）利用契約の有効期間内に、自らまたは第三者を利用して、以下の行為をしないこと 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④ 虚偽の風説を流布し、偽計を用いもしくは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業

務を妨害する行為 

⑤ その他前記に準ずる行為 

２．契約者または当社は、利用契約の有効期間内に相手方が前項の確約事項のいずれかに反することが判明した

場合には、相手方に対し何らの催告を要せずして、利用契約の全部または一部を解除できるものとします。こ

の場合、利用契約の解除に起因しまたは関連して相手方に損害等が生じた場合であっても、契約を解除した当

事者は、何ら責任を負わないとともに、契約を解除した当事者に損害等が生じた場合、相手方に対する損害賠

償請求を妨げないものとします。 

 

第３９条（損害賠償） 

当社は、本サービスの提供に関して当社の責に帰すべき事由により利用契約に違反し、契約者に損害を与

えた場合、当該違反行為の直接の結果として現実に生じた通常範囲にある損害を、当該事由が生じた月の当該

本サービスに係わる利用料金を超えない範囲において、損害賠償責任を負うものとします。ただし、その金額

は、損害の大きさおよび過失の程度を勘案して、契約者および当社協議して決定するものとします。 

２．前項の損害賠償請求は、損害発生の日から１年以内に行使しなければ、その請求権は消滅するものとしま

す。 

 

第４０条（責任の制限） 

本サービスまたは利用契約に関して当社が負う責任は、理由の如何を問わず前条の範囲に限られるものと

し、当社は以下の事由により契約者に発生した損害については、債務不履行責任、不法行為責任、その他の法

律上の請求原因の如何を問わず賠償の責任を負わないものとします。  

（１）天災地変、騒乱、暴動等の不可抗力 

（２）契約者設備の障害または本サービス用設備までのインターネット接続サービスの不具合等契約者の接続

環境の障害 

（３）本サービス用設備からの応答時間等インターネット接続サービスの性能値に起因する損害 

（４）当社が第三者から導入しているコンピュータウィルス対策ソフトについて当該第三者からウィ ルスパ

ターン、ウィルス定義ファイル等を提供されていない種類のコンピュータウィルスの本サービス用設備

への侵入 

（５）善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない本サービス用設備等への第三者による 不正アクセ

スまたはアタック、通信経路上での傍受 

（６）本サービス用設備のうち、当社の製造にかからないソフトウェア（ＯＳ、ミドルウェア、ＤＢＭＳ）お

よびデータベースに起因して発生した損害 

（７）本サービス用設備のうち、当社の製造にかからないハードウェアに起因して発生した損害 

（８）電気通信事業者の提供する電気通信役務の不具合に起因して発生した損害 

（９）その他当社の責に帰すべからざる事由 

２．当社は、契約者が本サービスを利用することにより契約者と第三者との間で生じた紛争等について一切責任

を負わないものとします。 



 

付則 

 

この約款は、２０１３年 １月２１日から発効します。 

改訂：２０１４年 ４月 １日 

改訂：２０１４年 ８月 ４日 

改訂：２０１４年１１月 １日 

改訂：２０１６年 ８月 １日 

改訂：２０１８年 ２月 １日 

改訂：２０２３年１１月 １日 



 

別紙 

「名刺ｄｅ商売繁盛」サービス仕様書 

 

 

1. サービスの内容 

名刺画像読み取りアプリケーションを使って、「イメージスキャナ」または「スマートフォン」、「スマート

パッド」のカメラで取り込まれ、指定のデータセンターに送信された利用者所有の名刺画像および名刺の

画像上の文字（以下、「名刺画像ファイル」といいます。）のデジタル化によって作成されたテキストデー

タを、ＷＥＢサイトを通じて閲覧、検索、更新などの利用ができるように、利用者に対して提供する一連

のサービスです。 

名刺画像ファイルのデジタル化には、次の２つの方式があります。 

(1) セルフモード 

デジタル化されたテキストデータを、利用者が確認、登録を行ないます。 

(2) オペレータモード 

デジタル化されたテキストデータを、当社オペレータが確認、登録を行ないます。 

 

2. 推奨動作環境 

名刺ｄｅ商売繁盛のサービスのご利用には、別途当社が提示する性能を満たすパーソナルコンピュータ、

スマートフォンまたはスマートパッドが必要です。 

 

3. 名刺のデジタル化処理上の制限事項 

(1) 日本語、英語以外の名刺はデジタル化できません。 

(2) 名刺の裏面の情報、手書きメモ、企業認定資格、標語はデジタル化されません。 

(3) 外国人のアルファベット表記については、記載されている順に「姓」、｢名｣としてデジタル化します。 

(4) 名刺上に複数の会社名や住所が記載されている場合は、代表的と思われる項目１つをデジタル化しま

す。 

(5) 非常用漢字など、パソコンから入力できない漢字については、デジタル化できません。 

(6) Ｓｈｉｆｔ ＪＩＳコードに存在しない特殊文字は、ダウンロードしたファイルで表示できません。 

 

4. オペレータモードによる名刺テキストデータの納品日 

月曜日から金曜日、ただし、国民の祝祭日、１２月２９日から１月３日までの年末年始および当社の休業

日を除く（以下、「当社営業日」といいます。）、１８時までに指定のデータセンターに送信された名刺画像

ファイルについて、原則翌当社営業日以降に納品します。ただし、最短当日中に納品される場合もありま

す。 

 

5. サポート対応 

当社営業日の９時から１７時３０分（１２時から１３時までを除く）まで、本サービスの利用方法に関す

る問い合わせを、契約者から電話により受け付けます。 

 

6. アクセスログの保管期間 

１年となります。 

 

以上 


